国保税Q&A
国民健康保険税について、よくある質問をまとめました。
Q.国保税は毎月払うのですか？
A.国保税の納期は年８回です。１年分（４月から翌年３月）の国保税を８回に分けて（７月から翌年２月）納めていただきます。そのため、１回の納付額と１ヶ月分の算出額は一致しません。
　年度の途中で国保に加入した場合、国保の資格を得た月から年度末（３月）までの国保税を、国民健康保険税決定通知書を送付した時点の残りの納期の回数に分けて、納めていただきます。
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（納期限は支払い月の月末です。月末が土・日曜、祝日の場合、翌開庁日が納期限となります。）
Q.国民健康保険に加入していないのに、自分（世帯主）の名前で納税通知書がくるのはなぜですか？ 
A.国保税の納税義務者は世帯主です。国保税は世帯単位で課税されるため、世帯主が国民健康保険に加入していなくとも世帯に国保の被保険者がいれば、世帯主のお名前で納税通知書をお送りします。国保税の計算は、実際加入している人の分だけで世帯主を除いて計算してあります。ただし、軽減判定所得には世帯主の所得も含まれます。
Q.低所得者に対して、軽減措置があると聞きました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ.世帯主とその世帯の国保加入者の所得が、一定基準以下であれば７割・５割・２割の軽減措置
（均等割、平等割のみ）を受けることができます。申請は不要です。
※軽減を判定する際の所得金額についての注意点※
・未申告者など所得が不明な世帯は軽減が受けられません。

　　・世帯主（国保に加入していない世帯主を含む）と被保険者、特定同一世帯所属者の前年中の総所得金額等の合計で判定します。
　　・１月１日に６５歳以上の方は、公的年金所得から１５万を控除した金額で判定します。

　　・土地、家屋などの譲渡所得については特別控除を差し引く前の金額で判定します。

・青色専従者給与額や事業専従者控除額は事業主の所得とし、専従者への給与はないものとして判定します。
・賦課期日（令和７年4月1日、年度の途中に加入された世帯は加入日、世帯主の変更があった場合は変更日）の状況で判定をします。賦課期日以降に、世帯員の人数が増減しても再判定はおこないません。
	　軽減率
	軽減が適用となる所得基準

	７割
	43万円＋10万円×（給与所得者等の数（注1）－1）以下

	５割
	43万円＋（３０．５万円×被保険者及び特定同一世帯所属者の数）
＋10万円×（給与所得者等の数（注1）－1）以下

	２割
	43万円＋（5６万円×被保険者及び特定同一世帯所属者の数）
＋10万円×（給与所得者等の数（注1）－1）以下


（注1）一定の給与所得者（給与収入が55万円超）と公的年金所得者（公的年金等の収入が65歳未満で60万円超または65歳以上で125万円超）のことを指します。軽減判定について詳しくは裏面の電話番号までお問い合わせください。
Q.今年、仕事を辞め収入が無いのに、国保税が高いのはどうして？
A.国民健康保険税における所得割は、前年の所得によって算出されます。また、「未申告」の場合、国保税の軽減を受けることができません。令和６年中に課税対象となる所得（障害年金や遺族年金、失業給付等を除く）がない場合は、住民税申告をすることで国保の軽減が受けられる場合があります。
また、離職時点において６５歳未満で、解雇や倒産により離職され雇用保険受給資格者証の職理由が「特定受給資格者（離職理由コード：11,12,21,22,31,32）」「特定理由離職者（離職理由コード：23,33,34）」である方は申請により、該当者の前年度の所得（給与所得のみ）を30/100に減額し国保税を計算します。適用期間は、離職日の翌日の属する月からその翌年度末までです。
Q.子ども（未就学児）について、軽減措置があると聞きました。
A.令和４年度課税分から、未就学児の国民健康保険税の均等割額について減額されます。
　多子世帯や低所得世帯による制限をかけず、広く未就学児がいる世帯に対して、一律に未就学児の均等割額の２分の１を減額します。軽減の対象となるのは、国民健康保険に加入する未就学児（６歳に達する日以後最初の３月３１日以前である被保険者）であり、令和７年度分については、平成３１年４月以降に生まれた方が対象となります。既に、低所得者の均等割軽減が適用されている場合は、当該軽減後の均等割額を２分の１減額します。申請は不要です。
Ｑ. 今年、世帯のうちの一人が７５歳になり後期高齢者医療制度に移行します。世帯の負担が増えるのではないかと不安です。
Ａ.後期高齢者医療制度移行後の緩和措置があります。申請は不要です。                                                   

世帯主や世帯員が後期高齢者医療制度に移行することによって、国保加入世帯の負担が大きく変わることのないように、次の緩和措置を設けています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●後期高齢者医療制度に移行した人が、『もとは国保加入者』の場合
国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行することにより国保加入者が１人となった場合は、医療分と後期支援分の「平等割」が５年間は半額、６年目から8年目までは４分の１が減額になります。また、軽減が変わらず受けられるよう、後期高齢者医療制度に移行した人を含めて軽減判定をおこないます。
●後期高齢者医療制度に移行した人が『もとは社会保険等の加入者』で、その扶養家族が国保に加入することになった場合
７５歳以上の方が社会保険等から後期高齢者医療制度に移行することによって、その扶養家族である６５歳以上の被扶養者（旧被扶養者）が国保に加入することになった場合、旧被扶養者については、「所得割」が賦課されません。また「均等割」は半額になります（２年間）。さらに旧被扶養者のみで構成される世帯については、「平等割」も半額になります（２年間）。
Q.７５歳になって後期高齢者医療保険に加入しています。７月に国保の納税通知書が届きました。二重納付になるのでは？
A.５月～７月に７５歳になった方については、今年度は４月～誕生日の前の月の分の、国保税を納めていただきます。また、後期高齢者医療保険は、誕生日月から加入となります。送付した国保の納税通知書は、あらかじめ国保資格を喪失することを見込んで計算してあります。そのため、二重納付とはなりません。
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国民健康保険税について、詳しくは　税務課　市民税係　ＴＥＬ（０８６９）－６４－１８１５まで








